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本研究の大枠 - 新規事業の促進要因とは何か・どのように探索するか 3

新規事業の促進要因

• 新規事業を立ち上げようとする精神• 既に立ち上げられている新規事業が、促進
する要因

 先行研究が少なく、明確な仮説を立てることが難しいため、生理計測や心理
尺度を使用することができない
 匿名の記述式質問紙による調査を採用

 サンプルサイズが小さくても、命題を網羅的に抽出するためのテキストデー
タ生成法を考案
 それに基づいた調査と結果・考察

イントラプレナーシップ

背景 – 新規事業の役割は大きいが、それを果たすのは困難である 4

 企業は、新たな価値を顧客に提供するた
めに、イノベーションが必要 (Kuratoko
& Audretsch, 2013)

新規事業は、企業の⾧期的有意性を確保で
きる (Covin & Miles, 1999)

 新規事業は、企業の規模に関わらず有効
(Carrier, 1994)

企業は、新規事業から期待していた収益を
得られていない (Pascale et al., 1997)

 企業にとって従業員の起業家精神は、
新規事業創出の基本的な資源
(Rigtering & Weitzel, 2013)

企業内で発揮される場合、イントラプレ
ナーシップ (Pinchot, 1985)
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背景 – イントラプレナーシップだけでは新規事業は促進されない 5

 イントラプレナーシップとは、企業内で従業員が起業して、新規事業を立ち上げようとする精
神を指す。

• ローンチされた新規事業が収益を出すか否
かに関しては、着目されていない。

• 新規事業の定義が先行研究によって異なる。
あるいは明確に定義されていない
(Weerawardena & Mort, 2006)。

研究目的
• 新規事業の明確な定義を示す。
• 大企業でローンチされた新規事業が、促進するために求められる要因を

明らかにする。
 本研究のために開発された2次元フレームワークを用いた。

方法 – フレームワークの元となるJDRmodelとハーツバーク理論 6

仕事の要求度-資源モデル (JDRmodel)
就業者の心理状態の変化を理論化し

たモデル
仕事と個人の資源が他の変数を介し

て、組織と個人にプラスの結果をも
たらす

 ハーツバークの動機付け・衛生理論
（Herzberg’s two-factor theory of 
motivation hygiene）
 職務満足および職務不満足を引き

起こす要因に関する理論
 これらの要因は相互に排他的であ

り、異なる連続体の上に存在
 衛生要因:給与、労働条件、人間

関係 etc. 満たされていないと不
満

＝>阻害要因

環境要因

個人要因

モチベーション 健康・組織
アウトカム

動機要因

衛生要因

Demerouti & Bakker, 2011

Herzberg, 1966

方法 – JDRmodelとハーツバークの2要因理論を組み合わせた2次元フレームワーク 7

 人の動機を2次元的に捉えた4つの各
構造に基づいた質問によって、テキ
ストデータを生成

社内でローンチされた新規事業の事業化に
おいて、どのような
A:組織の環境が必要になると思いますか。
B:組織の環境が障壁になると思いますか。
C:人が必要になると思いますか。
D:人が障壁になると思いますか。

（阻害）

方法 – 調査手順 8

事前調査

本調査

• オンラインプール（ASMARQ Co., Ltd., Tokyo, Japan）の参加者に回答を依
頼

• 条件:20-59歳・ 新規事業に3か月以上関与したことがある・会社員
 1,380名から回答を得た

• 新規事業の定義に関する質問と、フレームワークに基づく4つの質問に回答を
依頼

• 条件:従業員数が1001名以上の企業（大企業）に勤務
 1,380名のうち、527名が該当
 100名から回答を得た

テキスト解析においては、
ビックデータを扱うべきでは?

本研究で扱うテキストデータは、
小さな母集団に属している回答者から
戦略的かつ実験的に収集されている。
SNS等の不特定多数のテキストを扱う研究とは
全く異なる。
条件を満たす参加者が少なく、ビックデータを
収集できない。
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方法 – 解析手順 9

前処理

解析

• ３つのコーディングルールを作成（Morita et al., 2012）
• 「思う」という語は、文脈に関わりなく出現するため除外（Morita et al.,

2012)

• KHcoder（Higuchi, 2016）を使用して、共起ネットワークを作成
 出現パターンが似ている語を線で結んだグ

ラフ
 テキストデータのトピックを探ることが可

能であり、広い分野で用いられている

• 図示の基準はJaccard係数が0.1以上

• サブグラフを重視
 コミュニティ検出によって発見されたノードの集まりであり、ネットワー

ク内でクラスタリングされた結果
• 質的研究におけるトライアンギュレーション（Stahl, N. A., & King, J. R., 

2020）を採用

解釈

結果と考察 – 新規事業従事者が考える新規事業の定義を示した 10

自社-実施-構築-商品-得る-収益-
利益-経験-開発-考える、企業-取
り扱う-サービス-従来-景品

事業全般

領域-ビジネス-新しい-既存-異な
る、ノウハウ-全く-人-拡大-展開

新規

既存のモデルとは少しでも
異なる領域で、利益を拡大
するためのサービスや商品

新規事業の定義に関する共起ネットワーク図

結果と考察 – 新規事業促進のための環境的動機要因は、柔軟性と従業員間の関わり 11

失敗-出来る-環境-雰囲気-関係性-
社内-言う、受け入れる-新しい-現
れる-チーム-コミュニケーション

柔軟性

全体-協力-見守る-必要-体制、サ
ポート-事業-共有-新規、上司-見る

従業員間の関わり
一般に仕事においては、同僚や上司とのコ
ミュニケーションが仕事の満足度に結びつ
いている（Anderson & Martin, 1995）。

さまざまな働き方のうち、柔軟な勤務形態は
仕事満足度を高め、離職率を低下させること
も報告されている（McNall et al., 2009）

社内の新規事業の事業化に求められる環境的動機要因に
関する共起ネットワーク

結果と考察 – 新規事業促進のための環境的衛生(阻害)要因は、短期性と保守性 12

継続-発生-必要-環境-新規-考える-事
業、社内-評価-予算

短期性

失敗-前例-雰囲気、新しい-多い-部
署-経営-承認-理解-得る-多い-リスク

保守性

経営姿勢のうち、保守的な姿勢の企業は、起
業家的な姿勢の企業よりも業績が悪い（Covin, 
1991）。

企業は⾧期的な利益の重要性を理解しながらも、
短期的な利益を確保するために短期的なプロ
ジェクトを優先する場合がある（Graham et 
al., 2005）。

社内の新規事業の事業化に求められる環境的衛生要因に
関する共起ネットワーク

9 10
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結果と考察 – 新規事業促進のための人的動機要因は、実行力と柔軟性 13

理解-事業-経験-サポート-引っ張
る-既存、リーダー-強い-持つ

実行力

推進-価値-必要-新しい-ビジョン、
思考-できる-意見-行動-柔軟

柔軟性

認知行動療法において、認知の柔軟性が高
まると行動の柔軟性が高まる（Carson & 
Langer, 2006）。

成功するマネジャーの能力や価値観は多様
だが、共通しているのは「正しいことをす
る能力」である（Drucker, 2018)。

社内の新規事業の事業化に求められる人的動機要因に
関する共起ネットワーク

結果と考察 –新規事業促進のための人的衛生(阻害)要因は、保守性と否定性 1414

既存-事業-持つ-新規-人達、経験-
自分、古い-考え方

保守性

ネガティブ-出来る、意見-表す-考
え

否定性

多くの組織では、否定的感情は職務ストレ
スと関連している（Fox et al., 2002）。

従業員の変化への抵抗が業績を低下さ せる
(Gray, 2002)。

社内の新規事業の事業化に求められる人的衛生要因に
関する共起ネットワーク

まとめ – 生成されたテキストデータによって新規事業の定義と促進要因を示した 15

限られた従業員を対象とした調査によって、新規事業の定義を示した。
定義:既存のモデルとは少しでも異なる領域で、利益を拡大するためのサービスや商品

厳しい基準を満たした参加者に、 企業は新規事業を促進させるため
の施策を考えることができる。

これらの要因の一部は、事業全般
や特定の事業において、促進要因
として報告されていた。
結果の妥当性や移転可能性が

支持されている。
本研究ではこれらを包括的に
抽出した。

2次元フレームワークに基づいて構造化された質
問に回答してもらうことで、
大企業内でローンチされた新規事業が促進する
ために求められる要因を明確にした。

(阻害)

まとめ – 本手法は問題点もあるが、他の分野へ応用可能である 16

共起ネットワーク図の解釈の一意性が、定量分析より低い。

• 定量分析と組み合わせることで解決可
• 本研究において特定できた要因と同様の内容の心理尺度を使用した調査が考えられる

 2次元フレームワークを活用した調査手法は、他の分野においても活用できる
 消費者や従業員のニーズの変化が著しい現代において、一定の妥当性が確保された予期せ

ぬ要因を迅速に特定できる
(阻害)
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まとめ - TAKE HOME MESSAGE 17

イントラプレナーシップを高めるだけでは、新規事業は促
進しない

新規事業の促進要因は、環境面においては柔軟性、従業員
間の緊密な関係、保守性、短期性、個人面においては柔軟
性、実行力、保守性、否定性である。

人の動機は2つの理論によって構築されたフレームワーク
によって構造的に理解できる。これは広い分野において応
用できる。
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先行研究：新規事業を促進する８つの要因 21

JD-Rモデルと動機付け・衛生理論（Herzberg, 1966）によって構造化された質問紙か
ら生成されたテキストデータから、以下の8つの要因が抽出された。（Taki et al.,
2024）。
これらの要因を反映する心理尺度を設定する。

(阻害)

先行研究：新規事業を促進する８つの要因 22

８つの仕事因子と個人特性を反映する心理尺度として、以下を選定した(計１０）。

柔軟性（仕事）－柔軟性 Hofsted et al., 1997; Sekimoto et al., 2011  

従業員間の関係（仕事）－親和性 Nihei et al., 2021

保守性（仕事）－権威主義 Hofsted et al., 1997; Sekimoto et al., 2011 

短期性（仕事）－小視野性、Rev-大局性 Hofsted et al., 1997; Sekimoto et al., 2011 

柔軟性（個人）－社会性 Kikuchi, 1988、適応力 London, 1993; Kodama, 2015

実行力（個人）－自己効力感 Sakano, 1986

保守性（個人）―悲観性、Rev-楽観性 Sakamoto et al., 2002

否定性（個人）－悲観性、Rev-楽観性 Sakamoto et al., 2002

関連する先行研究を参考に、以下を選定した（計２）。

激励的リーダーシップ（仕事）Bass et al., 1985; Imai et al., 2014  

道具的社会支援（仕事）Zushi et al., 2012

ワークエンゲイジメントを用いて新規事業の収益化を促す要因の探索を試みる 23

ワークエンゲイジメント
従業員が仕事に対して感じる積極的で充実した精神状態を指し、組織に対する肯
定的な効果を引き起こす(Schaufeli et al., 2002)

JD-Rモデル
個人の資源と仕事の資源が開始要因となって、就業者の仕事に対するモチベー
ションを説明する理論である(Bakker & Demerouti, 2017; Karasek, 1979)

新規事業従事者のワークエンゲイジメントの要因を明らかにするために、
新規事業就業者と既存事業就業者を比較

個人の資源

仕事の資源
ワークエンゲイジメント 肯定的な

効果

調査会社を使って集めた参加者600名が心理尺度に回答した 24

事前調査

本調査

オンラインプールの参加者にデモグラフィクス等の回答を依頼
条件

新規事業従事者300名、既存事業従事者300名を抽出

9つの心理尺度（12変数）に回答を依頼
不正回答者を除くためのダミー質問含む104項目
得られるデータの質を均一にするために、同一尺度内と尺度間で項
目の順をランダマイズ

1,20-59歳
2, 会社員
3, 勤めている企業の連結従業員数が1000人以上
4, 現在の企業で1年以上勤務
5, 現在の業務に3か月以上従事

21 22

23 24
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不正回答者や外れ値を除いて、妥当性と信頼性を検証した 25

前処理

ダミー質問と回答時間(|z|≧3.29)に基づき不正回答者を除外
群ごとに各変数の外れ値(|z|≧3.29)を除外

因子的妥当性の検証(Field, 2009; Hair et al., 1998; Kaiser, 1960）
群ごとに各尺度の内的整合性を検証 (Nunnally,1984)

前処理
の結果

17名が不正回答者として除外 (n=583)
12名が外れ値として除外（n=571）

新規事業群284名と既存事業群287名が解析対象

ある変数の因子的妥当性に問題が見られたため調整
内的整合性を満たさない変数を除外

11個の変数を以降の解析に用いる

以下の11変数は因子的に妥当であり信頼できるため本解析に用いる 26

変数 計測内容 引用

ワークエンゲイジメント 仕事に積極的に取り組み、活力に満ちている状態 Schaufeli et al., 2003;

Shimazu et al., 2014

楽観性 楽観的な態度 Sakamoto et al, 2002

自己効力感 個人が社会的な場面において自己の遂行に対する評価 Sakano, 1986

社会性  対人関係を円滑にする能力 Kikuchi, 1988

適応力 業務における変化や不測の事態に対処する能力 London, 1993;

Kodama, 2015

激励的リーダーシップ リーダーの組織への忠誠を促す働きかけ Bass et al., 1985; Imai

et al., 2014

権威主義 トップダウン的で同調圧力の強い風土

大局性 目先の出来事でなく⾧期的なビジョンを重視する風土

柔軟性 既存にとらわれないひとりひとりの考えを歓迎する風土

道具的社会支援 育成を目的とした能力的な支援 Zushi et al., 2012

親和性 従業員同士の心理的な距離の近さ Nihei et al.. 2021

Sekimoto et al., 2001;

Hofstede et al., 1997

新規事業群と既存事業群において、それぞれ回帰分析を実施した 27

本解析１

群ごとにステップワイズ回帰分析
IV：楽観性、自己効力感、社会性、適応力、激励的リーダーシップ、
権威主義、大局性、柔軟性、道具的社会支援、親和性
DV：ワークエンゲイジメント
標準化回帰係数の下限は.20(Green, 1991)

外部妥当性を検証するために5分割交差検証を実施（Hair et al., 2013）

一要因多変量分散分析
IV：仕事の種類(新規事業/既存事業)
DV：ワークエンゲイジメント、楽観性、自己効力感、社会性、適
応力、激励的リーダーシップ、権威主義、大局性、柔軟性、道具的
社会支援、親和性

本解析２

新規事業における独自の要因は適応力と大局性であった 28

社会性

適応力

大局性

ワーク
エンゲイジメント

0.391***(.204)

0.250***(.135)

0.283***(.218)

Notes, 標準化回帰係数***(部分相関係数); *** p<.001

F(3,280)=200.046, 
p<.001, R²=.682

新規事業従事者群

社会性

激励的リー
ダーシップ

親和性

ワーク
エンゲイジメント

0.350***(.307)

0.239***(.194)

0.283***(.190)

F(3,283)=74.041, 
p<.001, R²=.440

既存事業従事者群

25 26

27 28
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社会性と大局性において有意差が見られた 29

******
ηp²=.016

**
*** * ηp²=.013

**
**

Pillai’s trace = .049, F(11, 559)=2.60, p=.003

**

* p<.05, ** p<.01, *** p<.001, Error bar = SE

適応力は回帰分析において有意であるが、群間の差はなかった 30

新規事業はこれまでとは異なる状況において、リスクを選択し続ける必要がある
（Forlani, & Mullins., 2000）

適応力が高い従業員は、仕事において自らの力によってリスクを選択・対処する
ことに充実していると考えらえる
• 流動的な業務におけるレジリエンス（Mansfield et al., 2016; Lu et al., 2024）

• 技術進歩による業界全体の変革における適応力（Sony & Mekoth, 2022 ）

仕事の種類による適応力の得点に有意な差はなく、両群の従事者が個人の資源と
して同程度の適応力を備えている

既存事業従事者のなかで、高い適応力を発揮できていない従業員がいる可能性が
ある

大局性は回帰分析において有意であり、群間に有意な差もあった 31

企業のリーダーに空間的大局性が求められており、リーダーの特性が組織環境を
醸成する（Lewis & Peterson, 2017; Jerab, & Mabrouk., 2023）

効果量の大きい時間的大局性も、仕事の資源として求められている

仕事の種類による大局性の得点に有意な差があり、新規事業従業者が仕事の資源
として高い大局性を備えている

新規事業は短期的な失敗を避けられず（Pascale et al., 1997）、既にそれを一定程度乗
り越えているため大局性を備えている可能性がある

適応力と大局性が新規事業における独自の要因と明らかになった 32

本研究の目的
企業内の新規事業を収益化させるために、事業の収益化と関連がある要因で
ワークエンゲイジメントを高める要因を探索する
 JD-Rモデルを用いる
 既存事業者を対象として同様のモデルを作成し、それらを比較

個人の資源である適応力と、仕事の資源である大局性が新規事
業従事者のワークエンゲイジメントを高める独自の要因

今後の展望
ストレスや外部環境など他の変数を扱うことで更なる発展が期待できる（Porter 
& Strategy, 1980; Bakker & Demerouti, 2017）

29 30

31 32
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